
証券コード 6743
平成26年６月11日

　

株 主 各 位
　

東京都港区新橋六丁目17番 19号

代表取締役
社 長 北 原 文 夫

　

第68期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第68期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使することがで

きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決

権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26年6月26日(木曜日)午

後5時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

　

1. 日 時 平成26年６月27日（金曜日）午前10時

2. 場 所 東京都大田区南蒲田一丁目20番20号

大田区産業プラザ３階

3. 会議の目的事項

報告事項 1. 第68期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）
事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査
人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第68期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役１名選任の件

第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。
株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上のウェブサイト（http://www.daido-signal.co.jp）に掲載させていただ
きます。
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添 付 書 類

事 業 報 告
（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、日銀による大規模な金融緩和など安倍

政権下における経済対策への期待感から円高の是正や年末までの株価の上昇等に

より緩やかな景気回復傾向にあるものの、円安による原材料やエネルギー価格の

上昇などの懸念要因から企業を取り巻く環境は予断を許さない状況で推移しまし

た。

　また世界経済は、米国が消費や雇用情勢など堅調に推移し回復基調が鮮明とな

り、また、欧州も信用不安が落ち着きを見せるなど回復の動きがみられるものの、

中国をはじめとしてインド・タイなどの新興国の経済成長の減速が続くなど世界

経済の先行きは依然として不安感を払拭できない状況が続きました。

このような状況のもと、連結子会社の株式会社三工社とともに当社グループを

あげて品質管理の徹底、生産性の向上、経費の削減に努めるとともに、受注の獲

得と拡大に取り組んでまいりました。

この結果、当連結会計年度の売上高は216億76百万円と前年同期比５億99百万円

（△2.7％）の減収となりました。

利益につきましては、きめ細かい生産体制の見直しを行うとともに東京本社と

生産拠点である福島県浅川事業所との業務連携の向上及び営業活動の効率化など

の販売管理体制の強化に努めた結果、営業利益は12億28百万円と前年同期比96百

万円（△7.3％）の減益、経常利益は16億49百万円と前年同期比４百万円（△0.3

％）の減益となりました。

当期純利益は、11億57百万円と前年同期比16百万円（△1.4％）の減益となりま

した。

次に事業別にご説明いたします。

【鉄道信号関連事業】

鉄道信号関連事業につきましては、軌道回路・踏切障害物検知装置・電子閉塞

装置などのフィールド製品や電子連動装置などのシステム製品は増加しましたが、

ＡＴＣ（自動列車制御装置）・運行管理システムなどのシステム製品や電源装置・

集中監視装置・配電盤などのフィールド製品が減少し、売上高は193億24百万円と

前年同期比８億円（△4.0％）の減収、セグメント利益は21億65百万円と前年同期

比１億60百万円（△6.9％）の減益となりました。
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ユーザー別には、ＪＲ各社向け信号機器の売上を主体として、大阪市交通局向

けＡＴＣ、東京地下鉄向け電子連動装置、鹿島臨海鉄道向けＣＴＣ、阿武隈急行

向け運行管理システム、高松琴平電気鉄道向け踏切遮断機、東京都交通局向け電

子連動装置、北近畿タンゴ鉄道向け電子閉塞装置、神戸市交通局向けＡＴＣなど

が加わりました。

輸出につきましては、台湾向け踏切障害物検知装置などで売上高86百万円と前

年同期比１億44百万円（△62.4％）の減少となりました。

受注面では、踏切障害物検知装置・リレーなどのフィールド製品及び運行管

理・伝送装置などのシステム製品などは増加しましたが、ＡＴＣなどのシステム

製品及び軌道回路・閉塞装置・電源装置などのフィールド製品が減少し、受注高

は196億60百万円と前年同期比１億23百万円（△0.6％）の減少となりました。

【産業用機器関連事業】

産業用機器関連事業につきましては、電子計算機周辺機器・情報通信機器・可

塑成形などは減少しましたが、エネルギー監視システム・非接触耐熱ＩＤシステ

ム・梯子車･高所放水車制御装置・金属メッキ・金型等が増加し、売上高は19億81

百万円と前年同期比98百万円（5.2％）の増収、セグメント利益は35百万円と前年

同期比30百万円（631.6％）の増益となりました。

受注面では、情報通信機器・可塑成形などは減少しましたが、梯子車･高所放水

車制御装置・エネルギー監視システム・非接触耐熱ＩＤシステムなどが増加し、

受注高は19億68百万円と前年同期比１億28百万円（7.0％）の増加となりました。

【不動産関連事業】

不動産関連事業につきましては、当社の不動産賃貸事業等により、売上高は３

億70百万円と前年同期比１億２百万円（38.4％）の増収、セグメント利益は１億

69百万円と前年同期比53百万円（46.2％）の増益となりました。
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(2) 設備投資の状況

当連結会計年度における当社グループ全体の設備投資の総額は３億79百万円で、

主な取得設備は次のとおりです。

設計支援システムライセンス 20百万円

Ａ形アーマチュア自動かしめ機 14百万円

(3) 資金調達の状況

当連結会計年度中は、社債または新株式の発行等による資金調達は行っており

ません。

(4) 対処すべき課題

今後の経済見通しにつきましては、世界経済全体としてはシャドーバンキング

問題を抱える中国など新興国経済の減速やウクライナ帰属問題など先行き不安要

因が多いものの、米国経済及び欧州経済は緩やかな回復・拡大傾向に向かうもの

と思われます。一方、わが国経済は輸出環境の改善や日銀による大胆な金融緩和

政策により景気回復への期待感は高まっている中、2020年の東京オリンピック開

催が決定し景気浮揚感が高まるなど明るい環境が整いつつあるものの、消費税引

き上げ後の個人消費低迷の懸念や円安による原材料価格及びエネルギー価格の上

昇などから依然として先行き不透明な状況が続くものと思われます。

当社グループといたしましては、当連結会計年度は中期経営計画『PLAN 2014』

の２年度にあたり、きめ細かい改革を実施し、安定的な発展を目指してまいりま

した。

平成26年度は中期経営計画『PLAN 2014』の最終年度にあたり、第一に、鉄道信

号の安全・安心を担うためにさらなる品質管理の強化に取り組みます。第二に、

各種製品のラインナップの拡充及び独自新製品の開発に取り組みます。第三に、

価格競争力を高めるための生産体制の構築に取り組みます。第四に、戦略営業の

推進による顧客基盤の拡充に取り組みます。第五に、鉄道の国際化及び海外への

戦略的対応の強化に取り組みます。第六に、企業価値向上のために株式会社三工

社をはじめグループ会社との連携を強化していきます。第七に、企業の永続的発

展のために、従来以上に人材の育成と確保に努めていきます。

引き続き経営基盤の拡充・強化を目指して、着実に前進してまいる所存であり

ますので、株主の皆様におかれましては、引き続きご支援、ご指導を賜りますよ

うお願い申しあげます。
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(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第 65 期

平成23年３月期
第 66 期

平成24年３月期
第 67 期

平成25年３月期

第 68 期
(当連結会計年度)
平成26年３月期

受 注 高（百万円） 18,016 21,162 21,623 21,628

売 上 高（百万円） 16,487 20,330 22,276 21,676

経 常 利 益（百万円） 1,034 1,169 1,654 1,649

当 期 純 利 益（百万円） 668 1,711 1,174 1,157

１株当たり当期純利益 37円48銭 95円99銭 65円86銭 64円97銭

総 資 産 額（百万円） 20,849 33,663 36,101 36,547

純 資 産 額（百万円） 9,835 14,833 16,514 17,833

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

当社には親会社はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名
資 本 金
（千円）

当社の出資比率
（％）

主 要 な 事 業 内 容

大 同 電 興 株 式 会 社 20,000 100.0
鉄道信号、通信、電力設備の施工及
び保守ならびに修理

大 同 電 器 株 式 会 社 12,000 100.0 鉄道信号部品の製造及び販売

大 同 化 工 株 式 会 社 60,000 100.0
金属表面処理、可塑成形製品ならび
に金型の製造及び販売

株 式 会 社 三 工 社 450,000 54.4 鉄道信号保安装置製造販売

(7) 主要な事業内容

① 鉄道信号保安装置の製造及び販売ならびに工事

② 電気機器の製造及び販売

③ 金属表面処理、可塑成形製品ならびに金型の製造及び販売

④ 不動産の賃貸
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(8) 主要な営業所及び工場

会 社 名 名 称 所 在 地

大同信号株式会社

本社 東京都港区

大阪支店 大阪府大阪市

浅川事業所 福島県石川郡浅川町

大同電器株式会社 本社 福島県石川郡浅川町

大同電興株式会社 本社 東京都大田区

大同化工株式会社 本社 福島県石川郡浅川町

株式会社三工社
本社 東京都渋谷区

甲府工場 山梨県甲府市

(9) 従業員の状況

セグメント別の名称 従業員数（人）

鉄道信号関連事業 705

産業用機器関連事業 137

不動産関連事業 １

全社（共通） 49

従業員数 892

(注) 従業員数には当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者
数が含まれております。
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(10) 主要な借入先

借 入 先 借 入 残 高

百万円

㈱ み ず ほ 銀 行 2,250

㈱ 三 井 住 友 銀 行 1,493

㈱ 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 997

㈱ 東 邦 銀 行 549
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２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 30,000,000株

(2) 発行済株式の総数 18,018,000株(自己株式199,949株を含む)

(3) 株 主 数 1,905名

(4) 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

日 本 電 設 工 業 株 式 会 社 2,095 11.76

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 875 4.92

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 840 4.72

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 821 4.61

朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社 715 4.01

日 本 リ ー テ ッ ク 株 式 会 社 655 3.68

大 同 信 号 取 引 先 持 株 会 621 3.49

日 新 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社 555 3.12

戸 部 政 彦 545 3.06

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 544 3.06

(注) 持株比率は、自己株式（199,949株）を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成26年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 北 原 文 夫

専 務 取 締 役 今 井 徹

技術開発本部長、品質管理部担当、産業機器システム
部担当
大同電興㈱代表取締役社長
㈱三工社社外取締役

常 務 取 締 役 菱 沼 博 昭
営業本部長、西ブロック営業担当
大同テクノサービス㈱代表取締役社長

常 務 取 締 役 宗 方 江一郎
技術生産本部長、経営企画室担当、浅川事業所担当、
子会社担当
日本鉄道電気設計㈱社外取締役

取 締 役 上 條 恵 司
日本電設工業㈱執行役員
日本電設信号工事㈱社外取締役

常 勤 監 査 役 角 山 義 博

監 査 役 雨 宮 募
日本電設工業㈱常勤監査役
日本鉄道電気設計㈱社外監査役
永楽電気㈱社外監査役

監 査 役 二 村 浩 一 弁護士

監 査 役 原 洋 二 日本リーテック㈱取締役会長

(注) 1. 取締役のうち上條恵司氏は、社外取締役であります。
2. 監査役のうち雨宮募、二村浩一、原洋二の各氏は、社外監査役であります。
　 なお、監査役雨宮募氏は長年にわたり日本電設工業㈱財務部門での勤務経験があり、財務

及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
3. 当社は、社外監査役二村浩一氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。
4. 当事業年度中の監査役の異動
　(1) 就 任

平成25年６月27日開催の第67期定時株主総会において、次のとおり新たに選任され就任
いたしました。
監 査 役 角山義博
監 査 役 原 洋二

　(2) 退 任
平成25年６月27日付けで退任いたしました。
監 査 役 田村 薫 （任期満了）
監 査 役 田邊昭治 （辞 任）
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

当事業年度に係る報酬等

区 分 員 数 報酬等の総額

取 締 役
（うち社外取締役）

５名
(１名)

125百万円
(１百万円)

監 査 役
（うち社外監査役）

６名
(４名)

23百万円
(７百万円)

合 計 11名 148百万円

(注) 1. 上記報酬等の額には、以下のものが含まれております。
① 当事業年度における役員賞与引当金の繰入額22百万円（取締役22百万円）
② 当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額21百万円（取締役20百万円、監査役１

百万円）
　 2. 上記のほか、平成25年３月期に係る役員賞与として社外取締役を除く取締役４名に対し１

百万円を支給しております。

(3) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

区 分 氏 名 兼 職 先 兼職内容 当該他の法人等との関係

社外取締役 上 條 恵 司

日 本 電 設 工 業 ㈱ 執 行 役 員
当社は日本電設工業㈱に当社
製品の販売を行っておりま
す。

日本電設信号工事㈱ 社外取締役
当社と日本電設信号工事㈱と
の間に重要な取引その他の関
係はありません。

社外監査役

雨 宮 募

日 本 電 設 工 業 ㈱ 常勤監査役
当社は日本電設工業㈱に当社
製品の販売を行っておりま
す。

日本鉄道電気設計㈱

社外監査役

当社と日本鉄道電気設計㈱な
らびに永楽電気㈱との間に重
要な取引その他の関係はあり
ません。永 楽 電 気 ㈱

原 洋 二 日本リーテック㈱ 取締役会長
当社は日本リーテック㈱に当
社製品の販売を行っておりま
す。
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② 社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 上 條 恵 司
当事業年度開催の取締役会（11回）には全て出席し、必要に
応じ、議案・審議等に発言を行っております。

社外監査役

雨 宮 募
当事業年度開催の取締役会（11回）及び監査役会（11回）に
全て出席し、必要に応じ、議案・審議等に発言を行っており
ます。

二 村 浩 一
当事業年度開催の取締役会（11回）及び監査役会（11回）に
全て出席し、必要に応じ、議案・審議等に発言を行っており
ます。

原 洋 二
就任後に開催された取締役会には９回中７回、また監査役会
には９回中７回に出席し、必要に応じ、議案・審議等に発言
を行っております。

③ 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役上條恵司氏ならびに社外監査役雨宮募、二村浩一、原洋二

の各氏とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約の内容の概要は次のとおりであります。

・社外取締役ならびに社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠

償責任を負う場合は会社法第425号第１項の最低責任限度額を限度として、

その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、社外取締役ならびに社外監査役がそ

　 の責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がない

　 ときに限るものとする。

④ 社外役員の意見

社外役員の意見により変更された事業方針はございません。
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４．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

清和監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 25百万円

② 当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき

　 金銭その他の財産上の利益の合計額
25百万円

当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分

できませんので、当該事業年度に係る報酬等の額には、これらの合計額を記載し

ております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社都合の場合の他、当該会計監査人が、会社法・公認会計士法等の法令に違

反・抵触した場合及び公序良俗に反する行為があったと判断した場合、監査役会

は、その事実に基づき当該会計監査人の解任または不再任の検討を行い、解任ま

たは不再任が妥当と判断した場合は、「会計監査人の解任または不再任」を株主総

会の付議議案とすることを取締役会へ請求し、取締役会はそれを審議いたします。
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５．業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体

制」について、取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりで

あります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

① 取締役会は取締役会規程に従い、経営に関する重要事項を決定するとともに、

取締役相互の職務執行を監視し、法令・定款違反行為を未然に防止する。

② 取締役の職務執行状況は、監査役会の定める監査の方針・分担に従い監査役

の監査を受ける。

③ コンプライアンスに関する最高意思決定機関として、「コンプライアンス委員

会」がコンプライアンス全体を統括する。

④ コンプライアンスの推進については、当社グループの取締役及び使用人の行

動基準である「コンプライアンス行動指針」に基づき、内部統制室が内部監

査等を通じて徹底を図る。

⑤ 取締役及び使用人には、コンプライアンスに関する疑義ある行為について、

内部統制室への通報を義務づけるとともに、内部統制室が社内相談窓口とし

て『ホットライン』を運営する。

⑥ 反社会的勢力に対しては、「コンプライアンス行動指針」に従い、断固として

対決し、一切の関係を遮断する。

(2) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社の業務執行に係るリスクについては、各部門においてリスクの洗い出し

を行い、分析・評価のうえ対策を文書化した「部門毎業務リスク管理シート」

に基づき、リスクを管理する。

② 部門毎のリスク管理及び全社的なリスク管理を統括する部署を内部統制室と

し、「リスク管理規程」に基づくリスク管理体制とする。

③ 不測の事態が発生した場合には、「危機対応処理規程」に基づき、社長または

社長が命じた者を対策本部長とし、対策本部が統括して、危機管理にあたる

こととする。
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(3) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎と

して、取締役会を原則月１回定時に開催するほか、適宜臨時に開催するもの

とする。

② 経営判断が効率的に行えるよう経営会議を原則毎月開催し、業務執行におけ

る重要事項ならびに経営戦略等について審議を行い、必要事項は取締役会に

上程する。

③ 取締役会の決定に基づく執行業務については、組織規程、業務分担規程、職

務権限規程において、それぞれの責任者・責任と権限等を定めている。

(4) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程、文書保存規程を整

備し、適切に保存・管理する。

(5) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

① 「子会社管理規程」に基づき、子会社の管理は担当取締役が統括する体制とす

る。

② 担当取締役は、子会社の経営状況の把握と円滑な情報交換のため、定期的に

子会社社長会を開催する。

③ 子会社の取締役及び監査役を当社から派遣し、子会社の業務の適正を監視で

きる体制とする。

④ 子会社にコンプライアンス管理者を置くとともに、内部統制室がグループ全

体の推進を行う体制とする。

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独

立性に関する事項

① 監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置くものとする。

② 監査役補助者の異動・評価等は、監査役会の同意を得たうえで行うものとし、

取締役からの独立を確保するものとする。
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(7) 監査役への報告体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保す

るための体制

① 取締役は、監査役が出席する取締役会・経営会議等の重要な会議において、

重要事項及び担当する業務の執行状況の報告を行う。

② 取締役は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項を発見したときは、

法令に従い直ちに監査役に報告する。

③ 取締役及び使用人は、法令・定款違反行為、当社の業務・業績に影響を与え

る重要な事項について、また内部統制室は、コンプライアンスに係る内部通

報・ホットラインの内容について、監査役に都度報告する。

④ 監査役と社長は定期的に会合を持ち、監査上の重要課題等について意見交換

を行う。

　 また、監査役の必要に応じて、外部の専門家（弁護士等）を活用できるよう

にする。

⑤ 監査役と会計監査人は、定期的に意見・情報交換を行うとともに、監査役は

必要に応じて会計監査人に報告を求める。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告中の記載数字は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成26年３月31日現在）
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 21,833,165 流 動 負 債 10,655,331

現 金 及 び 預 金 4,571,103 支払手形及び買掛金 3,998,977

受取手形及び売掛金 7,712,728 短 期 借 入 金 3,754,200

有 価 証 券 100,072 １年内償還予定の社債 125,000

商 品 及 び 製 品 2,461,577 未 払 金 196,131

仕 掛 品 4,012,410 未 払 費 用 575,985

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 2,257,169 未 払 法 人 税 等 327,241

繰 延 税 金 資 産 640,637 賞 与 引 当 金 767,663

そ の 他 83,310 役 員 賞 与 引 当 金 31,630

貸 倒 引 当 金 △5,844 製 品 補 修 引 当 金 302,896

固 定 資 産 14,714,819 受 注 損 失 引 当 金 12,766

有形固定資産 9,482,944 そ の 他 562,838

建 物 及 び 構 築 物 2,570,129 固 定 負 債 8,059,607

機械装置及び運搬具 250,803 社 債 125,000

工具、器具及び備品 192,697 長 期 借 入 金 1,702,700

土 地 6,431,327 繰 延 税 金 負 債 1,656,329

リ ー ス 資 産 32,053 退職給付に係る負債 2,319,573

建 設 仮 勘 定 5,932 役員退職慰労引当金 123,195

無形固定資産 177,810 製 品 補 修 引 当 金 230,000

そ の 他 177,810 特 別 修 繕 引 当 金 90,000

投資その他の資産 5,054,064 負 の の れ ん 1,678,095

投 資 有 価 証 券 4,536,054 そ の 他 134,713

繰 延 税 金 資 産 99,391 負 債 合 計 18,714,938

そ の 他 421,117 （純 資 産 の 部）

貸 倒 引 当 金 △2,500 株 主 資 本 13,157,158

資 本 金 1,500,039

資 本 剰 余 金 1,233,716

利 益 剰 余 金 10,478,989

自 己 株 式 △55,588

その他の包括利益累計額 1,111,978

その他有価証券評価差額金 1,222,830

退職給付に係る調整累計額 △110,852

少 数 株 主 持 分 3,563,910

純 資 産 合 計 17,833,047

資 産 合 計 36,547,985 負債及び純資産合計 36,547,985

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 21,676,543

売 上 原 価 15,974,017

売 上 総 利 益 5,702,526

販売費及び一般管理費 4,474,255

営 業 利 益 1,228,271

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,277

受 取 配 当 金 70,529

負 の の れ ん 償 却 額 279,682

出 資 金 償 還 益 132,976

そ の 他 23,382 507,849

営 業 外 費 用

支 払 利 息 74,054

そ の 他 12,460 86,515

経 常 利 益 1,649,605

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,011 4,011

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 7,491

固 定 資 産 除 却 損 25,153 32,644

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,620,971

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 339,563

法 人 税 等 調 整 額 66,320 405,884

少数株主損益調整前当期純利益 1,215,087

少 数 株 主 利 益 57,244

当 期 純 利 益 1,157,842

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,500,039 1,233,716 9,445,910 △53,936 12,125,730

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 △124,763 　 △124,763

当 期 純 利 益 　 　 1,157,842 　 1,157,842

自己株式の取得 　 　 　 △1,652 △1,652

株 主 資 本 以 外
の 項 目 の 当 期
変 動 額 ( 純 額 )

　 　 　 　 －

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,033,079 △1,652 1,031,427

当 期 末 残 高 1,500,039 1,233,716 10,478,989 △55,588 13,157,158

(単位：千円)

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当 期 首 残 高 917,873 － 917,873 3,470,517 16,514,122

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 － 　 △124,763

当 期 純 利 益 　 － 　 1,157,842

自己株式の取得 　 － 　 △1,652

株 主 資 本 以 外
の 項 目 の 当 期
変 動 額 ( 純 額 )

304,956 △110,852 194,104 93,392 287,497

当 期 変 動 額 合 計 304,956 △110,852 194,104 93,392 1,318,924

当 期 末 残 高 1,222,830 △110,852 1,111,978 3,563,910 17,833,047

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 ５社
連結子会社の名称 大同電興株式会社、大同電器株式会社、大同化工

株式会社、大同テクノサービス株式会社、株式会
社三工社

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日と連結決算日は一致しております。

2. 持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない関連会社の名称
ロード電工株式会社
持分法を適用しない理由
持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても
重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

3. 会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
ａ 金銭信託

時価法
ｂ その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定)

時価のないもの 移動平均法による原価法
② たな卸資産

評価方法は原価法(収益性の低下による簿価切り下げの方法)によっておりま
す。
商品及び製品、原材料及び貯蔵品・・・移動平均法による原価法
仕掛品 ・・・個別法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
(イ)リース資産以外の有形固定資産

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物
(建物附属設備を除く)については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ６年～47年
機械装置及び運搬具 ４年～12年
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(ロ)リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
なお、主なリース期間は６年であります。

② 無形固定資産
定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(５年)による定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連

結会計年度に見合う分を計上しております。
③ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結
会計年度に見合う分を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金
役員退職慰労金の支給に備えるため、会社の内規に基づく期末要支給額を計

上しております。
⑤ 製品補修引当金

製品補修に備えるため、将来の見積もり補修額に基づき計上しております。
⑥ 受注損失引当金

当連結会計年度末の契約案件のうち、当連結会計年度末において損失が見込
まれるものについて、将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上してお
ります。

⑦ 特別修繕引当金
不動産事業における建物大規模修繕に備えるため、将来の補修見込額に基づ

き計上しております。
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(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属
させる方法については、期間定額基準によっております。

・数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

②消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
　

（会計方針の変更）
　退職給付に係る会計処理の方法
(1) 当該会計方針の変更の内容

退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上
する方法に変更し、未認識数理計算上の差異を退職給付に係る負債に計上いたし
ました。（当該会計基準第35項本文及び当該適用指針第67項本文に掲げられた定め
は除く。）

(2) 会計方針の変更理由（会計基準等の名称）
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日改正）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平
成24年５月17日改正）

(3) 連結計算書類の主な項目に対する影響額
当連結会計年度末のその他の包括利益累計額（退職給付に係る調整累計額）が

110,852千円減少しております。
(4) 遡及適用をしなかった理由及び当該会計方針の変更の適用方法及び適用開始時

期
当該会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従い、第34項の適用に伴うもの

を当連結会計年度末から適用し、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計
額（退職給付に係る調整累計額）に加減しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. 担保資産
(1) 担保に供している資産

① 建物及び構築物 353,120千円
② 機械装置及び運搬具 90,083千円
③ 工具、器具及び備品 74,148千円
④ 土 地 4,648千円
⑤ 投資有価証券 585,656千円

(2) 担保に係る債務の金額
① 短期借入金 3,268,000千円
② 長期借入金 1,473,250千円
(短期借入金には１年内返済予定の長期借入金143,000千円を含む)

2. 資産から直接控除した減価償却累計額
固定資産
有形固定資産 7,385,561千円
　建物及び構築物 3,402,148千円
　機械装置及び運搬具 1,361,470千円
　工具、器具及び備品 2,537,689千円
　リース資産 84,253千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 18,018,000株

2. 配当に関する事項
① 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 124,763 ７
平成25年
３月31日

平成25年
６月28日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計
年度となるもの

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 124,726 利益剰余金 ７
平成26年
　３月31日

平成26年
　６月30日
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に鉄道信号保安装置の製造販売及び設置事業を行うための
設備投資計画に照らして、必要な資金(主に銀行借入)を調達しております。一時
的な余裕資金は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行
借入により調達しております。なお、デリバティブは行っておらず、投機的な取
引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び取引先企業との業務
または資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており
ます。

営業債務である支払手形及び買掛金は、全てが１年以内の支払期日であります。
借入金及び社債は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものでありま
す。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、営業債権について、営業本部が主要な取引先の状況を定期的にモニ
タリングし、取引相手先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等
の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社につ
いても、同様の管理を行っております。

② 市場リスクの管理
有価証券及び投資有価証券について、定期的に時価や発行体(取引先企業)の

財務状況を把握し、また満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企
業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当社は、営業本部からの入金予測報告や各部署からの報告に基づき経理部が

適時に資金繰計画を作成・更新し、流動性リスクを管理しております。
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には
合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要
因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が
変動することもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれて

いません((注２)参照)。
(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額(※１)

時 価
(※１)

差 額
(※１)

(1) 現金及び預金 4,571,103 4,571,103 －

(2) 受取手形及び売掛金 7,712,728 7,712,728 －

(3) 有価証券及び投資有価証券

① 有価証券 100,072 100,072 －

② その他有価証券 4,166,218 4,166,218 －

(4) 支払手形及び買掛金 (3,998,977) (3,998,977) －

(5) 短期借入金 (3,525,000) (3,525,000) －

(6) 長期借入金(※２) (1,931,900) (1,932,108) (△208)

(7) 社債 (250,000) (251,791) (△1,791)

(※１) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(※２) 流動負債の短期借入金に含まれる「１年内返済予定の長期借入金」を含めて表示しており

ます。

(注１) 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関す
る事項
① 現金及び預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、短期借入金

全て短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

② 有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引

所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。
③ 長期借入金

時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に
想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

④ 社債
元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で

割り引いた現在価値により算定しております。
(注２) 非上場株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため、投資有価証券には含めておりません。
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（賃貸等不動産に関する注記）
1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、東京都において、賃貸用の不動産(土地を含む。)を
有しております。

平成26年3月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸利益は169,195千円(賃貸収
益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上)であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下の
とおりであります。

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項
(単位：千円)

連結貸借対照表計上額
決算日における時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高

5,587,175 △60,361 5,526,814 5,526,814

(注) １ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金
額であります。

２ 当連結会計年度の減少は、減価償却によるものであります。
３ 期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等

を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 800円82銭
2. １株当たり当期純利益 64円97銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成26年５月13日

大 同 信 号 株 式 会 社
　 取 締 役 会 御 中

清 和 監 査 法 人
指定社員
業務執行社員

公認会計士 川 田 増 三 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 大 塚 貴 史 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 戸 谷 英 之 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、大同信号株式会社の平成25年４月１日
から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、大同信号株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以 上
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貸 借 対 照 表
（平成26年３月31日現在）

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 15,865,321 流 動 負 債 8,615,336

現 金 及 び 預 金 2,701,934 支 払 手 形 1,458,110

受 取 手 形 408,059 買 掛 金 1,338,236

売 掛 金 5,593,828 短 期 借 入 金 3,525,000

商 品 及 び 製 品 1,994,585 １年内返済予定の長期借入金 207,600

仕 掛 品 3,263,427 リ ー ス 債 務 1,102

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,407,198 未 払 金 135,630

前 払 費 用 14,335 未 払 費 用 542,856

繰 延 税 金 資 産 424,528 未 払 法 人 税 等 272,041

そ の 他 57,422 前 受 金 401,252

固 定 資 産 7,673,673 預 り 金 23,912

有形固定資産 2,887,588 賞 与 引 当 金 524,764

建 物 1,312,108 役 員 賞 与 引 当 金 22,830

構 築 物 11,494 製 品 補 修 引 当 金 122,189

機 械 及 び 装 置 134,195 受 注 損 失 引 当 金 12,766

車 両 運 搬 具 60 そ の 他 27,044

工具、器具及び備品 124,196 固 定 負 債 3,555,669

土 地 1,298,550 長 期 借 入 金 1,694,500

リ ー ス 資 産 1,050 退 職 給 付 引 当 金 1,372,088

建 設 仮 勘 定 5,932 役員退職慰労引当金 106,145

無形固定資産 110,423 繰 延 税 金 負 債 262,384

ソ フ ト ウ ェ ア 101,527 そ の 他 120,551

電 話 加 入 権 8,896 負 債 合 計 12,171,005

投資その他の資産 4,675,661 （純 資 産 の 部）

投 資 有 価 証 券 3,348,148 株 主 資 本 10,299,201

関 係 会 社 株 式 919,952 資 本 金 1,500,039

出 資 金 22,870 資 本 剰 余 金 1,233,716

長 期 前 払 費 用 5,667 資 本 準 備 金 1,233,716

保 険 積 立 金 255,866 利 益 剰 余 金 7,621,033

そ の 他 125,656 利 益 準 備 金 284,250

貸 倒 引 当 金 △2,500 そ の 他 利 益 剰 余 金 7,336,783

別 途 積 立 金 5,807,000

買換資産圧縮積立金 545,528

繰 越 利 益 剰 余 金 984,255

自 己 株 式 △55,588

評価・換算差額等 1,068,787

その他有価証券評価差額金 1,068,787

純 資 産 合 計 11,367,989

資 産 合 計 23,538,995 負 債 及 び 純 資 産 合 計 23,538,995

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 15,895,337

売 上 原 価 11,675,203

売 上 総 利 益 4,220,134

販売費及び一般管理費 3,143,044

営 業 利 益 1,077,089

営 業 外 収 益

受 取 利 息 161

受 取 配 当 金 84,086

そ の 他 16,424 100,672

営 業 外 費 用

支 払 利 息 69,054

そ の 他 3,473 72,528

経 常 利 益 1,105,234

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,011 4,011

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 7,491

固 定 資 産 除 却 損 1,541 9,032

税 引 前 当 期 純 利 益 1,100,212

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 260,819

法 人 税 等 調 整 額 7,588 268,407

当 期 純 利 益 831,805

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

― 28 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月28日 19時40分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.40 20131220_01）



株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

買換資産
圧縮積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,500,039 1,233,716 1,233,716 284,250 5,107,000 550,282 972,459 6,913,991

当期変動額

剰余金の配当 　 　 － 　 　 　 △124,763 △124,763

当期純利益 　 　 － 　 　 　 831,805 831,805

自己株式の取得 　 　 － 　 　 　 　 －

別途積立金の積立 　 　 － 　 700,000 　 △700,000 －

買換資産圧縮
積立金の取崩

　 　 － 　 　 △4,754 4,754 －

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額)

　 　 － 　 　 　 　 －

当期変動額合計 － － － － 700,000 △4,754 11,795 707,041

当期末残高 1,500,039 1,233,716 1,233,716 284,250 5,807,000 545,528 984,255 7,621,033

(単位：千円)

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △53,936 9,593,812 829,175 829,175 10,422,987

当期変動額

剰余金の配当 　 △124,763 　 － △124,763

当期純利益 　 831,805 　 － 831,805

自己株式の取得 △1,652 △1,652 　 － △1,652

別途積立金の積立 　 － 　 － －

買換資産圧縮積立
金の取崩

　 － 　 － －

株主資本以外の項
目の当期変動額
(純額)

　 － 239,612 239,612 239,612

当期変動額合計 △1,652 705,389 239,612 239,612 945,001

当期末残高 △55,588 10,299,201 1,068,787 1,068,787 11,367,989

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
② その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定)

時価のないもの 移動平均法による原価法
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切り下げの方法)によっております。
① 商品及び製品、原材料及び貯蔵品・・・移動平均法による原価法
② 仕 掛 品 ・・・個別法による原価法

2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産
① リース資産以外の有形固定資産

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建
物附属設備を除く)については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ６年～38年
機械及び装置 ７年～12年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額ま
で償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

② リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
なお、主なリース期間は５年であります。

(2) 無形固定資産
定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(５年)による定額法を採用しております。
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3. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業

年度に見合う分を計上しております。
(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年
度に見合う分を計上しております。

(4) 退職給付引当金
・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属
させる方法については、期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率法により按分した額
をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。

・未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と
異なります。

(5) 役員退職慰労引当金
役員退職慰労金の支給に備えるため、会社の内規に基づく期末要支給額を計上

しております。
(6) 製品補修引当金

製品補修に備えるため、当事業年度の売上高に対する将来の見積補修額に基づ
いて計上しております。

(7) 受注損失引当金
当事業年度末の契約案件のうち、当事業年度末において損失が見込まれるもの

について、将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上しております。
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4. 収益及び費用の計上基準
完成工事高の計上基準
・工事の進行途上においても、その進捗部分について成果の確実性が認められ
る場合
工事進行基準によっております。

・上記の要件を満たさない場合
工事完成基準によっております。

・決算日における工事進捗度の見積方法
工事進行基準における原価比例法

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（貸借対照表に関する注記）
1. 関係会社に対する短期金銭債権 195,265千円
2. 関係会社に対する短期金銭債務 385,599千円
3. 資産から直接控除した減価償却累計額

固定資産
有形固定資産 3,662,734千円
　建 物 931,555千円
　構 築 物 80,491千円
　機械及び装置 861,266千円
　車両運搬具 9,363千円
　工具、器具及び備品 1,772,107千円
　リース資産 7,950千円

4. 担保に供している資産
(1) 建 物 341,626千円
(2) 構 築 物 11,494千円
(3) 機械及び装置 90,083千円
(4) 工具、器具及び備品 74,148千円
(5) 土 地 4,648千円
(6) 投資有価証券 585,656千円
担保に係る債務の金額
(1) 短期借入金 3,125,000千円
(2) １年内返済予定の長期借入金 143,000千円
(3) 長期借入金 1,473,250千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引(収入分) 293,649千円
営業取引(支出分) 1,719,854千円
営業取引以外の取引(収入分) 39,642千円
営業取引以外の取引(支出分) 8,104千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 199,949株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

（繰延税金資産）
流動資産
　賞与引当金 186,815千円
　社会保険料 31,875千円
　受注損失引当金 4,544千円
　製品補修引当金 43,499千円
　事業税 31,183千円
　除却損否認 34,011千円
　その他 92,599千円
　計 424,528千円
固定資産
　退職給付引当金 488,463千円
　役員退職慰労引当金 37,787千円
　減価償却限度超過額 89,570千円
　減損損失 2,008千円
　その他 25,415千円
　評価性引当額 △13,244千円
　繰延税金負債（固定）との相殺 △630,001千円
　計 －千円
繰延税金資産合計 424,528千円

（繰延税金負債）
固定負債
　その他有価証券評価差額金 △590,820千円
　買換資産圧縮積立金 △301,565千円
　繰延税金資産（固定）との相殺 630,001千円
繰延税金負債合計 △262,384千円
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（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 638円00銭
2. １株当たり当期純利益 46円68銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成26年５月13日

大 同 信 号 株 式 会 社
　 取 締 役 会 御 中

清 和 監 査 法 人
指定社員
業務執行社員

公認会計士 川 田 増 三 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 大 塚 貴 史 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 戸 谷 英 之 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、大同信号株式会社の平成25年４
月１日から平成26年３月31日までの第68期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第68期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい
て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整
備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の
執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されてい
る取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業
務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める
体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及
び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし
た。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたし
ました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日
企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以
上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

ア．事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

イ．取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

ウ．内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人清和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　(3) 連結計算書類の監査結果
　 会計監査人清和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成26年５月16日

大同信号株式会社 監査役会
常勤監査役 角 山 義 博 ㊞

監査役 雨 宮 募 ㊞

監査役 二 村 浩 一 ㊞

監査役 原 洋 二 ㊞

(注) 監査役雨宮募、監査役二村浩一及び監査役原洋二は、会社法第２条第16号及び第335条
第３項に定める社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類

　議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当期の期末配当及び剰余金の処分につきましては、安定的な配当の継続と内

部留保にも意を用い、当期の業績等を勘案いたしまして以下のとおりといたし

たいと存じます。

1. 期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき７円 総額 124,726,357円

(3) 剰余金の配当が効力を生ずる日

平成26年６月30日

2. 剰余金の処分に関する事項

(1) 増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 700,000,000円

(2) 減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 700,000,000円
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第２号議案 取締役１名選任の件

本総会終結の時をもって、取締役菱沼博昭氏は取締役を辞任されますので、

その補欠として取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

平
ひら

　 井
い

　 俊
とし

　 雄
お

（昭和34年１月18日生）

昭和56年４月 当社入社

13,000株

平成17年４月 当社技術生産本部第一技術部長

平成20年10月 当社技術生産本部副本部長、第一技術

部長、第三技術部担当部長

平成21年６月 当社取締役技術生産本部副本部長、第

三技術担当

平成22年４月 当社取締役営業本部副本部長、営業企

画部長

平成22年６月 当社執行役員営業本部副本部長、営業

企画部長

平成23年４月 当社執行役員営業本部副本部長、貿易

部長

平成25年４月 当社執行役員営業本部副本部長、第一

営業部長、海外営業部長

現在に至る

　（注）候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

本総会終結の時をもって辞任されます取締役菱沼博昭氏に対し、在任中の労

に報いるため当社の定める一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を

贈呈することといたしたく存じます。

なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は取締役会にご一任願いたいと

存じます。

退任取締役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

菱 沼 博 昭
平成13年６月 当社取締役

現在に至る

以 上
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〈メ モ 欄〉
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株主総会会場ご案内図

場 所 東京都大田区南蒲田一丁目20番20号

大田区産業プラザ３階 電話03（3733）6600

京浜急行線／京急蒲田駅東口より徒歩３分
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